






















のかは重要な問題である。国際的な cross ownership (株式持ち合い） と混合
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中国系企業 609.86 42.23 16.04
日本系企業 227.61 15.76 14.33
ドイツ系企業 284.34 19.69 11.96
米国系企業 175.51 12.15 13.59
韓国系企業 104.35 7.23 5




































































　ところで部分民営化の分析の始まりは Matsumura (1998） が存在し、その
市場構造は私企業と公企業の ２企業から構成されている混合寡占を考え、公
企業は政府と民間が株式を保有する状態であり、目的関数は De Fraja and 
Delbono (1989） とは異なり、社会的厚生と公企業の利潤の加重平均で表さ
れている。このような目的関数のもとで部分民営化について考察している。






























易に拡張したものとしては Fjell and Pal (1996） が存在し、これは De Fraja 
and Delbono (1989） に自国市場に輸出する外国企業を導入し、公企業の民
営化が公企業の生産量の減少をもたらし、外国企業の生産量を増大させ、そ
して産業全体の生産量の低下につながることを示している。ただし、貿易政
策については考察していない。Pal and White (1998） は外国企業を導入した
混合寡占市場において政府が公企業の民営化と最適補助金及び最適関税水準
の同時決定を考慮に入れた分析を行っている。













　国際的な cross ownership (株式持ち合い） と混合寡占を結び付けた研究







cross ownership (株式持ち合い） を検討する。第 4節では自国政府の目的関
数が異なる場合の政策効果について検討する。第 5節が結論である。
　２　．基本モデル
　自国企業 ( ） と外国企業 ( ） は第三国市場に同質的な財を輸出しており、
第三国市場には不完全代替的な財を供給する企業が存在し、本節においては
私企業を仮定しているが次節においては国営企業を仮定している。自国企業













である。  は第三国市場における ,  財の価格であり、  は自国企業の供給
量であり、  は外国企業の供給量であり、自国企業と外国企業が供給する財
は同質的である。  は第三国市場の国内企業 ( ） の供給量であり、第三国市
場の企業が供給する財はすでに説明したように自国企業と外国企業が供給す
る財と同質的ではないが代替的な財であり、その指標が  であり、 0< <１ を
満たしている。(1） において財価格の切片が １となっているのは Tirole (1988）
において採用されているものであり、分析を容易にするための重要な仮定で
ある。この仮定を置くことで各企業の生産量は 0< <１,0< <１,0< <１ を
満たさなければならず、自国政府の輸出補助金も0≤ <１となる。5　ところで、

















































不明であるが  を限りなく ０ に近づけたケースと １ に近づけたケースを計








る  を考えるならば、 ＝1 とするならば (10） の右辺の第 １ 項がゼロとな


















 (11） の分子を見ると仮定の (2） より  なので第 １項は負となる。第 ２ 
項も仮定の (2） の  より負となり、分子は正となり、(11） は非負とな
る。(11） より自国政府は自国の厚生を最大化するように  を決定するので
補助金水準  による自国の厚生の一階条件を求めることになる。一階条件よ
り自国の厚生最大化する  が求まり、以下の通りとなる。









数は De Fraja and Delbono (1989） が仮定するように企業の利潤と第三国の
消費者余剰の和と仮定する。したがって、第三国市場の国営企業の目的関数 
 ( ） は
　　 　 (13）
































まり →0  を考えると、 (17） は正となるが、代替性が高い場合、つまり 










数は第 ２ 節と同様であり、第 ２ 節と同様に (14） を代入して整理すると以下
の通りとなる。
　　 　 (18）
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